




























まず, 日本の労働時間の実態を時系列において確かめておこう｡ 図１によれば, 労働者一人
当たり平均の年間総実労働時間 (年度) は, 高度経済成長期の    年代から石油危機まではは
っきりとした短縮傾向をみせながらおよそ    ～    時間台で推移してきたが, その後下げ止
まり,     年度以降  年代半ばまでは横ばいないし漸増傾向を示して, 時間短縮が停滞してい
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図１ 労働者１人平均年間総実労働時間の推移 (年度)
資料出所) 厚生労働省 ｢毎月勤労統計調査｣





















































1997年度 1,896 1,748 148
1998年度 1,868 1,734 134
1999年度 1,848 1,714 134
2000年度 1,854 1,714 140
差
97～98年度 ▲28 ▲14 ▲14
98～99年度 ▲20 ▲20 0

































































































































































資料出所) 1980年は労働省 (現厚生労働省) ｢賃金労働時間制度調査｣, 1985年から1999年まで労
働省 (現厚生労働省) ｢賃金労働時間制度等総合調査｣, 2001年から厚生労働省 ｢就労条
件総合調査｣






























































































































































































































































































































































































































資料出所) 1980年は労働省 (現厚生労働省) ｢賃金労働時間制度調査｣, 1985年から1999年まで労働省 (現厚生労働省)
｢賃金労働時間制度等総合調査｣, 2001年から厚生労働省 ｢就労条件総合調査｣
注) １) 調査期日は, 1980年度は９月30日現在, 1985年度から1999年度は12月末日現在, 2000年度は2001年１月１
日現在であり, 調査年を表章している｡
                                            



























ータの基礎である事業所を対象とした ｢毎月勤労統計調査｣ と個人を対象とした ｢労働力調査｣
との時間格差をもとにした小野旭の推計によれば, サービス残業は    年時点においておよそ   時間にものぼるという (小野旭    )｡ 試みに    年の ｢労働力調査｣ による労働者の年間
労働時間をみてみれば,     時間であり, 先の ｢毎勤調査｣ より   時間多くなる｡
実際にも, 社会経済生産性本部が    年の ｢毎勤調査｣ をベ－スに試みたシミュレーション







はない｡ これに加えて, 周知の長い通勤時間が加わる｡ 日本の通勤時間は, 国際的にみても長
く, 通勤１時間以上の労働者の比率は, 日本が   ％ (    年), アメリカ  ％ (    年),
イギリス  ％ (    年), ドイツ  ％ (    年), フランス  ％ (    年) となっており (労






るのが通例である｡ 表３は, 厚生労働省によるその推計値である｡ それによれば, 日本の    
年の年間総実労働時間    時間は, 当時最も長く, 米英に比べて約   時間以上, 独仏に比べ
ると   時間余りも多いことがわかる｡ が,   年になると    時間と   時間も少なくなり,
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資料出所) 厚生労働省 ｢平成13年版労働経済白書｣ (日本労働研究機構)
注) 上記各国のデータは, 労働省労働基準局 (労働時間課) による推計値｡
・原則として, 製造業生産労働者｡
・所定外労働時間は, 内数｡ なお, フランスは不明｡
・事業所規模は, 日本５人以上, アメリカ全規模, その他は10人以上｡
・常用パートタイムを含む｡
                                            
れず, 残業手当は支払われない｡ 現行労基法では, １ヶ月単位と１年単位の変形労働時間制お
よび１週間単位の非定型的変形労働時間制の３種類の制度を設けている｡
また  年の法改正で明文化されたフレックスタイム制とは, 毎日の出勤・退勤の時刻を労働
者に自由に設定させる (ただし, 全員が勤務するコア・タイムを設けている場合が多い) こと
によって, 法定労働時間を超えて働いても一定の期間に均してその時間内に収まればよいとす

























1996年 100.0 40.5 15.1 22.4 4.8 59.5
97 100.0 54.4 35.9 16.3 4.4 45.6
98 100.0 54.8 34.3 17.5 5.1 45.2
99 100.0 53.0 33.3 16.6 5.7 47.0
2001 (2000年度) 100.0 54.3 36.3 15.5 5.6 45.7
〈2001年企業規模別〉
1,000人以上 100.0 71.4 20.3 34.1 35.9 28.6
300～999人 100.0 63.7 30.5 24.7 17.6 36.3
100～299人 100.0 60.4 39.0 18.0 8.1 39.6
30～99人 100.0 51.1 36.5 13.4 2.8 48.9
資料出所) 表１に同じ
１) 変形労働時間制と次に検討するみなし労働時間制など    年以降の労基法の改正による労働時間制




が, この制度を導入した企業とその労働者は, これをどのように評価しているのか｡ 東京都
による調査結果をみてみよう (東京都労働経済局    )｡ 経営側にとってこの制度の導入意図
の一つは, 残業手当の削減にあったが, 図３によれば, この制度が賃金コストの削減に ｢大い
に役立っている｣ と評価している企業はわずかに  ％, ｢ある程度役立っている｣ の   ％を
加えても, コスト面での積極的な評価は３分の１程度にとどまっており,    ％と多くの企業
は ｢どちらともいえない｣ と, この制度を一義的に評価することにためらいをみせている｡ 逆
に ｢あまり役立っていない｣ が   ％, ｢全く役立っていない｣ が  ％もあるところに留意す
れば, 総じて経営側にとって, この制度のコスト削減効果は期待したほどには高くはないと考
えられていることがわかる｡
では, 経営側からみてこの制度の何が問題なのであろうか｡ 図４によれば, ｢残業時間の計
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資料出所) 東京都労働経済局 ｢労働時間管理等に関する実態調査｣ (2001年３月)
                                            
％, ｢業務の繁閑の見通しがたてにくい｣ が   ％と続いている｡ いずれも賃金コストの削減
効果を殺ぐ問題点であり, そこには制度導入への高い期待に比する厳しい現実に戸惑っている
企業の姿が看取できよう｡ 他方, 従業員側にとってのこの制度の問題点は, 図５のように,
｢生活サイクルが不規則になった｣ が   ％で最も多く, 次いで ｢変形労働時間が繁閑に対応
していない｣ が   ％, ｢残業代を含めた収入が減った｣ ｢年次有給休暇がとりにくくなった｣
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あり, 具体的には事業所外労働について ｢労働時間を算定しがたいとき｣ ①所定労働時間働い
たものとみなされる｡ ただし②当該業務を遂行するために通常所定労働時間を超えて労働しな
ければならない場合は, ｢通常必要とされる時間｣ (労使協定がある場合は協定で定める時間を





















1996年 100.0 6.1 5.8 0.5 … 93.9
97 100.0 8.9 8.3 1.4 … 91.1
98 100.0 8.0 7.2 2.1 … 92.0
99 100.0 9.2 8.5 1.9 … 90.8
2001 (2000年度) 100.0 8.2 7.4 1.7 0.4 91.8
〈2001年企業規模別〉
1,000人以上 100.0 18.5 15.3 5.6 0.8 81.5
300～999人 100.0 13.2 11.5 2.7 0.7 86.8
100～299人 100.0 11.9 11.4 1.5 0.5 88.1
30～99人 100.0 6.3 5.7 1.5 0.4 93.7
〈2001年産業別〉
鉱業 100.0 2.5 2.5 － － 97.5
建設業 100.0 7.2 7.2 1.9 0.1 92.8
製造業 100.0 7.4 6.7 2.0 0.3 92.6
電気･ガス・熱供給・水道業 100.0 2.4 2.4 － － 97.6
運輸・通信業 100.0 3.2 3.2 － － 96.8
卸売・小売業, 飲食店 100.0 12.1 11.8 0.5 0.8 87.9
金融・保険業 100.0 5.0 5.0 － － 95.0
不動産業 100.0 2.2 2.2 － － 97.8











いるかをみてみよう｡ 図６によれば, この労働時間制の効果を会社は ｢労働意欲の向上｣ (   
％) ｢賃金コストの削減｣ (   ％) ｢評価・処遇の納得性｣ (   ％) ｢生産性の向上｣ (   ％)
など従業員のモラールの向上とコスト削減の点から評価しており, ｢労働時間の短縮｣ 効果が
あったとする評価は最も少なく,    ％にとどまっている｡ では企業はこの制度の何を問題と
考えているのか｡ 図７によれば, ｢実労働時間の個人差が大きい｣ (   ％) ｢実労働時間のほ


















図６ みなし労働時間制の効果 [複数回答]    ：いずれかのみなし労働時間制を実施している事業所 ( ＝   )
資料出所) 図３に同じ






















図７ みなし労働時間制の問題点 [複数回答] (事業所)    ：いずれかのみなし労働時間制を実施している事業所 ( ＝   )
資料出所) 図３に同じ
                                             
うが短い｣ (   ％) ｢仕事の成果の測定が難しい｣ (   ％) が３大問題点であり, 実労働時
間の管理と対比してみなし労働の時間管理のむつかしさが浮き彫りにされている｡ 他方, 働く
側も, 図８のように, ｢実労働時間に個人差が大きすぎる｣ (   ％) と経営側と同じ問題点を
指摘しており, これに ｢実労働時間とずれがある｣ (   ％) ｢実労働時間が長くなる傾向があ

































図８ みなし労働時間制の問題点 [複数回答] (従業員)    ：みなし労働時間制を実施している事業所 ( ＝  )
資料出所) 図３に同じ
                                             
はきわめて軽微なものであった｡ その際触れたように, 残業時間があまり減らないのは, それ
を景気変動の調節弁とするわが国のほとんど伝統的ともいうべき時間管理のあり方によること
はよく知られている｡ が, それに加えて日本の業務管理のあり方も看過してはならないであろ
う｡    年, 連合が傘下組合に質した残業時間削減の阻害要因は, 表６のように, ｢要員・人材
不足｣ が   ％と最も多く, 次いで ｢仕事量の増大｣ の   ％となっている｡ もともと日本企
業の業務管理＝要員管理は, 代替要員を置かないだけではなく場合によっては残業を前提とし
て織り込んだ厳しいものであったが, この調査結果は, 不況の深刻化のもとリストラによる人






















































計 11.1 0.9 31.9 77.5 69.3 31.4 9.5 12.8 7.3 22.2 0.7 34.5 3.3 4.3
～1899時間 12.6 2.3 18.4 78.2 79.3 29.9 10.3 12.6 5.7 13.8 0.0 34.5 3.4 1.1
1900～
1999時間
9.1 0.8 27.3 75.8 68.9 28.0 6.8 9.8 9.1 25.0 0.8 35.6 6.1 3.8
2000～
2099時間
7.4 1.1 29.8 80.9 74.5 42.6 10.6 8.5 6.4 25.5 0.0 35.1 2.1 3.2
2100時間～ 13.8 0.0 54.3 75.5 57.4 27.7 11.7 20.2 8.5 23.4 1.1 35.1 1.1 6.4
資料出所) 連合生活総研 ｢ゆとりある就労と豊かな生活時間に関する調査研究報告書｣ 1998年３月


















休暇の消化率の低い理由のほぼ半分が人員不足であり (図９), また彼らの半数が ｢人員配置
















るか, の二者択一において日本の労働者が選択してきたのは, 圧倒的に前者, 賃金の増額とい
う経済的享受の仕方であった｡ このことは, 前市岡楽正の推計による表７に端的にあらわれて
労働時間問題の現在    
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就業者当たり   増加率 労働時間短縮率    ／        ／        ／        ／        ／        (   )   (   )   (   )   (   )   (   )    (  )   (  )   (  )   (  )   (  )    (  )   (  )   (  )   (  )   (  )
資料出所) 前市岡楽正 ｢労働時間短縮の意義｣
注) 単位：％／年｡ ( ) 内は, 時間当たり労働生産性増加率を   とした構成比｡





















てきたことを, 部分的に反映｣ (                        ) するものであったが, より
本質的には, この国にあって時間は集団に帰属するものとして ｢社会構造のなかに組み込まれ｣
(     ), 個人の自由な処分に委ねられていなかったことによる｡ それは, 究極のところ ｢社
会における個人｣ をどのように位置づけるかについての日本的な ｢観念｣ (     ) をあらわ






い｡ 実際にも, 先に図９の東京都の調査でみたように, 年休消化率上昇のための方法として労
働者が２番目に多く選択したのが, 職場に ｢取得しやすい雰囲気を作る｣ であり, 時間の集団
的所有の今日における依然根強い残存を示唆している｡ あるいはまた私が,     年から  年に
























スト増を吸収したり, 削減時間当たりの賃金をカットしたり (ドイツ), ②政府が社会保障費




ことができた基本的な条件は, 二つある｡ 一つは, それを運動として要求し実現させた主たる
アクターが, 労働組合だということである｡ ドイツはいうまでもなく, オランダも, そしてフ
ランスも社会民主主義政権の下で影響力を強めた労働組合の運動なくしてはこれが制度として
導入されることはなかったといってよい｡ とくにフランスでは, 経営側のきわめて強い抵抗を
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が, 時間給の基本的な内容である｡ したがって, ドイツのフォルクスワーゲンの場合のように,
労働時間問題の現在    





































































































どであるが, それは, 労働組合が正社員組合として正規従業員の雇用を守るために, 経営側に
よるパートタイマーの低い労働条件と景気変動の調節弁としての役割を事実上黙認してきたか
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４) ちなみに, ワークシェアリングによる雇用創出効果について懐疑する意見は少なくない｡ 例えば,




































































今野浩一郎 (    ) ｢日本型ワークシェアリングは実現できるのか｣ 『賃金・労務通信』     年
１月    日号
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                                             
井上雅雄 (    ) ｢労働・余暇・アイデンティティ｣ 『大原社会問題研究所雑誌』 第   号,     
年６月
前市岡楽正 (    ) ｢労働時間短縮の意義｣ 『国民経済雑誌』 (神戸大学)    巻２号
日本労働法学会 (    ) 『講座  世紀の労働法第５巻 賃金と労働時間』 有斐閣
新美一正 (    ) ｢時短とワーク・シェアリングの経済分析｣ 『                  』 (日
本総合研究所)     年８月号
奥田香子 (    ) ｢フランスの雇用・時短政策と  時間労働法｣ 『日本労働研究雑誌』           ,     年  月号
小野 旭 (    ) ｢統計より   時間多い日本の労働時間｣ 『エコノミスト』     年  月  日号
連合生活総合研究所 (    ) 『ゆとりある就労と豊かな生活時間に関する調査研究報告書』     
年３月
労働省 (    ) 『労働白書 平成６年版』 日本労働研究機構
社会経済生産性本部 (    ) 『労働時間短縮の雇用効果に関する調査研究 中間報告』     年
５月
(    ) 『ワークシェアリング』     年９月         (         )                                          ‒             大島理夫訳 『日本社会史における伝統と創造：工業化の内発的要因     
‒    』 ミネルヴァ書房
竹信三恵子 (    ) 『ワークシェアリングの実像』 岩波書店
東京都労働経済局 (    ) 『労働時間管理等に関する実態調査』     年３月
安丸良夫 (    ) 『日本の近代化と民衆思想』 青木書店
労働時間問題の現在    
                                             
